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宿泊税合算申告納入の適用者 

指定申請書 

記 載 の 手 引 

 

 特別徴収義務者の負担を軽減するため、複数の旅館・ホテルを経営している特別徴収義務者については、

経営している複数の旅館・ホテルについて、合算して申告納入することができます。 

 

●適用の要件 

・複数の旅館・ホテルを経営していること 

 

●合算納入申告を始めるためには 

 合算納入申告を行うためには、「宿泊税合算申告納入の適用者指定申請書」の提出が必要です。 

 申請書の提出期限と適用開始日は以下の通りです。 

 

  申請期限 適用開始日 

新たに特別徴収義務者と 

なった場合 

申告すべき最初の月の 

前月の末日 
申告すべき最初の月 

既に合算申告の適用を受けている 

特別徴収義務者が、新たに施設を 

登録し、当該施設についても 

適用を希望する場合 

当該施設について 

申告すべき最初の月の 

前月の末日 

当該施設について 

申告すべき最初の月 

上記以外 
適用を受けようとする年の 

１月末 
その年の４月１日 

 

●申請書提出先 

郵送により申請書を提出する場合は、千代田都税事務所に送付してください。 

また、控の返送を希望される方は、返信用封筒（切手貼付）を同封してください。 
 

提出・問合せ先   千代田都税事務所 事業税課 宿泊税担当 

             〒101-8520  東京都千代田区内神田 2-1-12 

           ℡ 03-3252-7141（代）内線 226 / 03-3252-7144（ダイヤルイン） 
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※文書管理簿

区・市
町・村 ⑩

163 ◆◆◆◆ 03 ◆◆◆◆ １２３４

氏名又は法人名
及び担当部署名

株式会社東京観光　経理部　東京次郎

申告納期限の特例 有　　・　　無 有　　・　　無

申
告

書
送

付
先

住所又は
所在地

〒 電話

新宿区◆◆町１－１－１

名 称

証 票 番 号

区・市
町・村

名 称

証 票 番 号

申告納期限の特例 有　　・　　無 有　　・　　無

所 在 地 ⑨

申告納期限の特例 有　　・　　無 有　　・　　無

所 在 地 ⑦
区・市
町・村 ⑧

区・市
町・村

名 称

証 票 番 号

申告納期限の特例 有　　・　　無 有　　・　　無

所 在 地 ⑤
区・市
町・村 ⑥

区・市
町・村

名 称 東京ホテル神田 東京ホテル六本木

証 票 番 号 123458 123459

申告納期限の特例 有　　・　　無 有　　・　　無

所 在 地 ③ 千代田
区・市
町・村 ④ 港

区・市
町・村

名 称 東京ホテル新宿店 東京ホテル渋谷

証 票 番 号 123456 123457

　その指定を申請します。

所 在 地 ① 新宿
区・市
町・村 ② 渋谷

区・市
町・村

　なお、今後１年間、合算申告納入の取りやめの届出書は提出しません。

千代田都税事務所長　宛
氏名又は法人名

及び代表者名
株式会社東京観光　代表取締役　東京太郎

次の施設に係る宿泊税について、 令和 5 年 4 月分から、合算申告納入の適用を受けたいので、

特

別
徴

収
義
務

者

住　　　　　所

〒

新宿区◆◆町１－１－１

電話 03 ◆◆◆◆ １２３４

163 ◆◆◆◆

※

処

理

事

項

発信年月日

通信日付印 確認印

※記入しないでください。

宿泊税合算申告納入の適用者指定申請書
月 日令和　4 年

※合算申告納入番号

3011
受付印

東京都主税局

記載例

宿泊税合算申告納入の適用者指定申請書の記載のしかた 

 
 

２ 

１ 

１ 
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5 

６ 

１ 
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1 「※処理欄」「※処理事項」「※合算申告納入番号」「※文書管理簿」欄 

 記載しないでください。 

 

2 「提出年月日」欄 

 申告書の提出年月日を記入してください。 

 

3 「特別徴収義務者」欄 

 旅館・ホテルの経営者等特別徴収義務者の住所、郵便番号、電話番号、氏名を記載してくだ

さい。特別徴収義務者が法人の場合には、法人名に加え、代表者の職、氏名を合わせて記載

してください。 

 「証票番号」欄には、特別徴収義務者証票の右肩にある 6桁の番号を記載してください。 

（必ずご記入願います） 

 

4 「適用開始年月」欄 

 適用開始を希望する年月を記載してください。 

 

5 「施設」欄 

 合算納入申告を行う施設の所在市区町村、名称、証票番号、申告期限の特例の適用の有無を

記載してください。 

 

６ 「申告書送付先」欄 

 都税事務所からの連絡先・送付先を記載してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


